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平成30年度恵那市健全化判断比率及び資金不足比率 

審査意見書の提出について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第1項及び第22条第１項の規定に

より、審査に付された平成30年度恵那市健全化判断比率及び資金不足比率について審

査した結果は次のとおりであったので、意見を提出します。 
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平成 30 年度恵那市健全化判断比率及び資金不足比率審査 

 

第１    審 査 の 対 象        

（１） 平成 30 年度恵那市健全化判断比率 

・実質赤字比率 

・連結実質赤字比率 

・実質公債費比率 

・将来負担比率 

 

（２） 平成 30 年度恵那市法非適用企業会計資金不足比率 

・恵那市農業集落排水事業特別会計 

・恵那市公共下水道事業特別会計 

 

（３） 平成 30 年度恵那市法適用企業会計資金不足比率 

・恵那市水道事業会計 

・恵那市病院事業会計 

・恵那市国民健康保険診療所事業会計 

 

第２    審 査 の 期 間        

          令和元年 6 月 19 日から 7 月 22 日まで 

 

第３    審 査 の 方 法        

          審査に当たっては、一般会計・特別会計及び企業会計の決算書、事業報告

書及び関係諸帳簿等の提出を受けた後に、経営健全化の健全化判断比率及び

資金不足比率のその算定の基礎となる書類について審査し、併せて関係職員

の説明を聴取して実施した。 

 

第４    審 査 の 結 果        

          審査に付された一般会計・特別会計の実質赤字比率・連結実質赤字比率・

実質公債費比率・将来負担比率及び企業会計の資金不足比率は、ともに計数

が正確であることを認めた。 

なお、審査の概要と意見については、次に述べるとおりである。 
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平成30年度 恵那市健全化判断比率審査意見書 

 

１ 審査の概要 

この財政健全化審査は、市長から提出された健全化判断比率（実質赤字比率・連結実質

赤字比率・実質公債費比率・将来負担比率）及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

審査に付された次の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

いずれも適正に作成されているものと認められ、早期健全化基準と比べて良好な比率を維

持している。 

健全化判断比率 平成 30 年度 早期健全化基準 財政再生基準 

①  実質赤字比率 — ％ 12,65  ％ 20.00  ％

②  連結実質赤字比率 — ％ 17.65  ％ 30.00  ％

③  実質公債費比率 4.3  ％ 25.0  ％      35.00  ％

④  将来負担比率 — ％ 350.0  ％  

※ 実質赤字比率・連結実質赤字比率・将来負担比率は、赤字となっていないため「－」

と表示する。 

※ 早期健全化基準・財政再生基準は、国が示している数値でこの数値を超えると速や

かに計画的にその財政の健全化を図る必要がある。 

 

3 算出の基礎 

① 実質赤字比率は、市の最も主要な会計である「一般会計」等に生じている赤字の大

きさを、市の標準財政規模に対する割合で表したものであり、次のとおりである。 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等実質赤字額 

標準財政規模 

△ 1,248,238 千円 
×  １００  ＝   △ 7.32 ％ 

17,031,861 千円 

※ 実質赤字比率は、実質収支が黒字の場合、負の値で表示する。 

 

② 連結実質赤字比率は、水道や病院など公営企業を含む市の全会計に生じている赤字

の大きさを、市の標準財政規模に対する割合で表したものであり、次のとおりである。 

連結赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

△ 7,204,943 千円 
×  １００  ＝   △ 42.30 ％ 

17,031,861 千円 

※ 連結赤字比率は、連結実質収支が黒字の場合、負の値で表示する。 
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③ 実質公債費比率は、市の借入金（公債費）の返済額の大きさを、市の標準財政規模

に対する割合で表したものであり、次のとおりである。（３カ年の平均） 

実質公債費比率 ＝ 
（ A ＋ Ｂ ） － （  C ＋ D ）

標準財政規模 － Ｄ 

A：元利償還額  B：準元利償還額  C：特定財源 

Ｄ：元利償還額・準元利償還額に係る基準財政需要額算入額 

（平成 28 年度） 

4,449,857 千円 － 3,637,320 千円 
 × 100  ＝ 5.69034 ％ 

17,630,166 千円－ 3,350,943 千円 

（平成 29 年度） 

4,245,350 千円 － 3,537,455 千円 
 × 100  ＝ 5.10678 ％ 

17,109,719 千円－ 3,247,838 千円 

（平成 30 年度） 

3,838,480 千円 － 3,536,855 千円 
 × 100  ＝ 2.18582 ％ 

17,031,861 千円－ 3,232,650 千円 

（３カ年の平均） 

（ 5.69034％ ＋ 5.10678％ ＋ 2.18582％ ） ÷ 3 ≒ 4.3 ％ 

 

④ 将来負担比率とは、市の借入金（公債費）など現在抱えている負債の大きさを、市

の財政規模に対する割合で表したものであり、次のとおりである。 

将来負担比率 ＝ 
A －（ B ＋ C ＋ D ） 

標準財政規模 － E 

A：将来負担額  B：充当可能基金額  C：特定財源見込額 

Ｄ：地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

Ｅ：元利償還額・準元利償還額に係る基準財政需要額算入額 

46,665,984 千円 － 48,075,811 千円 
 × 100  ＝ △ 10.2％ 

17,031,861 千円 －   3,232,650 千円 

※ 将来負担比率は、将来負担すべき実質的な負債が無い場合、負の値で表示する。 
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平成30年度 恵那市法非適用企業会計資金不足比率審査意見書 

 

１ 審査の概要 

この経営健全化審査は、市長から提出された特別会計のうち法非適用の企業会計である

農業集落排水事業、公共下水道事業各特別会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる

事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

審査に付された、次の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

いずれも適正に作成されているものと認められ、経営健全化基準と比べて良好な比率を維

持している。 

特 別 会 計 名 資金不足比率 経営健全化基準 

①  農業集落排水事業 —  ％ ２０ ％ 

②  公共下水道事業 —  ％ ２０ ％ 

※ 資金不足比率は、いずれも資金不足でないため、「—」と表示する。 

※ 資金不足額とは、一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごと

に算定するものであり、流動資産に比べて流動負債が大きいと資金不足となる。 

※ 経営健全化基準を超えた場合は、会計ごとに経営安定化計画を策定しなければなら

ない。 

 

3 算出の基礎 

 各特別会計別の資金不足比率数値の算出は次のとおりとなる。 

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額（歳出決算額－歳入決算額＋翌年度繰越一般財源）

事業の規模 （営業収益相当収入額－受託工事収益相当収入額）

特 別 会 計 名 資金不足比率(実数値) 算出基礎数値 

① 農業集落排水事業 △ 0.3 ％ 
△140 千円 

× 100 
44,088 千円 

② 公共下水道事業 △ 0.3 ％ 
△1,996 千円 

× 100 
711,685 千円 

※ 資金不足比率は、資金の不足額が黒字の場合、負の値で表示する。 
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平成30年度 恵那市法適用企業会計資金不足比率審査意見書 

 

１ 審査の概要 

この経営健全化審査は、市長から提出された法適用の企業会計である水道事業、病院事

業、国民健康保険診療所事業各企業会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

審査に付された、次の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

いずれも適正に作成されているものと認められ、経営健全化基準と比べて良好な比率を維

持している。 

企 業 会 計 名 資金不足比率 経営健全化基準 

① 水道事業 —  ％ ２０ ％ 

② 病院事業 —  ％ ２０ ％ 

③ 国民健康保険診療所事業 —  ％ ２０ ％ 

※ 資金不足比率は、いずれも資金不足でないため、「—」と表示する。 

※ 資金の不足額とは、一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ご

とに算定するものであり、流動資産に比べて流動負債が大きいと資金不足となる。 

※ 経営健全化基準を超えた場合は、企業ごとに経営安定化計画を策定しなければなら

ない。 

 

3 算出の基礎 

 各公営企業の資金不足比率数値の算出は次のとおりとなる。 

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額（流動負債－流動資産） 

事業の規模 （営業収益－受託工事収益額）

企 業 会 計 名 
資金不足比率 

(実数値) 
算 出 基 礎 数 値 

① 水道事業 △ 147.6 ％ 
 △ 1,804,790 千円 

×100
1,222,953 千円 

② 病院事業 △ 52.0 ％ 
 △ 2,253,527 千円 

×100
4,332,311 千円 

③ 国民健康保険診療所事業 △ 218.0 ％ 
 △ 693,151 千円 

×100
317,938 千円 

※ 資金不足比率は、資金の不足額が黒字の場合、負の値で表示する。 




